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第３章 震災復旧復興対策計画 
 

第１節 迅速な災害復旧 

 

災害復旧事業計画は、災害発生後、被災した各施設の原形復旧に併せて、再度の被害の

発生を防止するために、必要な施設の新設又は改良を行う等、将来の災害に備えるための

事業計画とし、災害応急対策を講じた後、被害の程度を十分調査・検討し作成する。 

 

第１ 復旧計画の基本方針 

災害復旧事業計画は、単に被災した施設を原形復旧するだけでなく、防災上危険な地域

については、再び同様の被害が発生することを防止するために、被災原因、被災状況等を

的確に把握し、関係機関と十分な連絡調整を図りながら、将来に向けて、更に災害に強い

防災都市づくりを目指した計画とする。 

 

第２ 災害復旧事業期間の短縮 

災害復旧事業計画の樹立にあたっては、被災状況を的確に把握し、速やかに効果のあが

るよう関係機関は十分な連絡調整を図り、事業期間の短縮に努める。 

災害復旧事業計画の種類は、次のとおりとする。 

 

第３ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画の作成 

関係機関は、被災施設の災害復旧事業計画を速やかに作成するとともに、国又は埼玉県

が費用の全部又は一部を負担又は補助するものについては、復旧事業費の決定及び決定を

受けるため査定計画を立て、査定実施が速やかに行えるよう努める。 

なお、災害復旧事業として採択される限度及び範囲については、国庫負担法、同施行令、

同施行規則、国庫負担法事務取扱要綱及び同査定方針により運営される。 

➢ 公共土木施設災害復旧事業計画 

➢ 農林水産業施設復旧事業計画 

➢ 都市災害復旧事業計画 

➢ 上下水道災害復旧事業計画 

➢ 住宅災害復旧事業計画 

➢ 社会福祉施設災害復旧事業計画 

➢ 公立医療施設、病院等災害復旧事業計画 

➢ 学校教育施設災害復旧事業計画 

➢ 社会教育施設災害復旧事業計画 

➢ 復旧上必要な金融その他資金計画 

➢ その他の計画 
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災害復旧事業費の決定は、埼玉県知事の報告その他地方公共団体が提出する資料及び実

地調査に基づき決定されるが、法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担又

は補助して行う災害復旧並びに激甚法に基づき援助される事業は、次のとおりである。 

 

１ 法律に基づき一部負担又は補助するもの 

（１）公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

 

２ 激甚災害に係る財政援助措置 

災害対策基本法に規定する著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発生し

た場合には、被害の状況を速やかに調査し、実情を把握して早期に激甚災害の指定が受け

られるよう、また、公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう措置するも

のとする。 

なお、激甚災害に係る公共施設等の復旧に対する財政援助措置の対象は、次のとおりで

ある。 

 

（１）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（激甚法第３条、令第２～３条） 

① 公共土木施設災害復旧事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の規定の適用を受ける公共土木施設の災害復旧

事業 

 

② 公共土木施設災害関連事業 

災害箇所の原形復旧のみでは、その効果が限定される場合、また、これに接する一連の

施設を含めた場合の効用が限定される場合において、災害復旧事業費に同程度の関連費

（改良費）を加えて、この災害箇所をあるいは一連の効用を発揮するため、未被災箇所等

を含めて改良復旧することにより、再度の被害を防止する改良事業 

 

③ 公立学校施設災害復旧事業 

公立学校負担法の規定の適用を受ける公立学校の施設の災害復旧事業 

 

④ 公営住宅災害復旧事業 

公営住宅法第８条の規定の適用を受ける公営住宅又は共同施設の建設又は補修に関する

事業 

 

➢ 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

➢ 公営住宅法 

➢ 土地区画整理法 

➢ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

➢ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

➢ 予防接種法 

➢ 都市災害復旧は、都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針に基づき、予

算の範囲内で事業費の２分の１を国庫補助する。 

➢ 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 
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⑤ 生活保護施設災害復旧事業 

生活保護法第 40 条（地方公共団体が設置するもの）又は第 41条（社会福祉法人又は日

赤が設置するもの）に基づき設置された保護施設の災害復旧事業 

 

⑥ 児童福祉施設災害復旧事業 

児童福祉法第 35 条第２項から第４項までに基づき設置された児童福祉施設の災害復旧

事業 

 

⑦ 幼保連携型認定こども園等災害復旧事業 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第 12 条若し

くは就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改

正する法律（平成 24年法律第 66号）附則第４条第１項に基づき設置された幼保連携型認

定こども園又同附則第３条第２項に規定するみなし幼保連携型認定こども園の災害復旧事

業 

 

⑧ 老人福祉施設災害復旧事業 

老人福祉法第 15 条に基づき設置された養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの災害

復旧事業 

 

⑨ 身体障害者更生援護施設災害復旧事業 

身体障害者福祉法第 28 条第１項又は第２項に基づき、埼玉県又は市町村が設置した身

体障害者社会参加支援施設の災害復旧事業 

 

⑩ 障害者支援施設等災害復旧事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 79 条第１項若しくは

第２項又は第 83 条第２項若しくは第３項に基づき埼玉県又は市町村が設置した障害者支

援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービスの事業の用に供する施

設の災害復旧事業 

 

⑪ 女性自立支援施設災害復旧事業 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第 12 条第１項に基づき埼玉県が設置し

た女性自立支援施設の災害復旧事業 

 

⑫ 感染症指定医療機関（第一種・第二種機関）災害復旧事業 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく感染症指定医療機関

（第一種・第二種機関）の災害復旧事業 

 

⑬ 感染症予防事業 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 58 条に基づく埼玉県の支

弁にかかる感染症予防事業 
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⑭ 特定私立幼稚園災害復旧事業 

子ども・子育て支援法第 27 条第１項に基づき確認された学校教育法第１条に基づく私

立幼稚園の災害復旧事業 

 

⑮ 堆積土砂排除事業 

ｱ）公共施設の区域内の排除事業 

激甚災害に伴い発生した土砂等の流入、崩壊等により河川、道路、公園その他の施

設で政令で定めるものの区域内に堆積した政令でに定める程度に達する異常に多量の泥

土、砂礫
さ れ き

、岩石、樹木等の排除事業で、地方公共団体又はその機関が施行するもの 

 

ｲ）公共施設の区域外の排除事業 

激甚災害に伴い発生した前記の施設の区域外の堆積土砂であって、市町村長が指定

した場所に集積されたもの、又は市町村長がこれを放置することが公益上重大な支障が

あると認めたものについて、市町村が行う排除事業 

 

⑯ 湛水排除事業 

激甚災害の発生に伴い浸入した水で浸入状態が政令で定める程度に達するもの（湛水）

の排除事業で、地方公共団体が施行するもの 

 

（２）その他の財政援助及び助成 

激甚法に規定されている財政援助及び助成制度は、次のとおりである。 

 

■激甚法に規定されている財政援助及び助成制度 

条項 適用措置 本激 局激 

３条・４条 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 ○ ○ 

５条 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 ○ ○ 

６条 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助特例 ○ ○ 

７条 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 ○ ○ 

８条 
天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する

暫定措置の特例 
○ － 

９条 森林組合等の行なう体積土砂の排除事業に対する補助 ○ － 

10条 土地改良区等の行なう湛水排除事業に対する補助 ○ － 

11条 共同利用小型漁船の建造費の補助 ○ － 

11条の２ 森林災害復旧事業に対する補助 ○ ○ 

12条 中小企業信用保険法による災害復旧事業に対する補助 ○ ○ 

14条 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 ○ － 

16条 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 ○ － 

17条 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 ○ － 

19条 市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 ○ － 

20条 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付けの特例 ○ － 

21条 水防資材費の補助の特例 ○ － 
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条項 適用措置 本激 局激 

22条 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 ○ － 

24条 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等 ○ ○ 

25条 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 ○ － 

 

第４ 災害復旧事業の実施 

災害により被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため、市、埼玉県、指定地方行政機関、

指定公共機関及び指定地方公共機関等は、復旧事業を早期に実施するため、実施に必要な

職員の配備、職員の応援及び派遣等活動体制について必要な措置をとる。 

復旧事業の事業費が決定され次第、速やかに実施できるよう措置し、復旧事業の実施効

率を上げるよう努める。 

被災施設の復旧にあたっては、原状復旧を基本としつつも、再度の被害防止等の観点か

ら、可能な限り改良復旧を行うものとする。 

また、復旧事業の実施にあたっては、緊急といえども関係市民に対して理解を得るよう

に努める。 
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第２節 計画的な災害復興 

 

第１ 震災復興対策本部の設置 

被害状況を速やかに把握し、震災復興の必要性を確認した場合には、市長を本部長とす

る震災復興本部を設置し、震災復興方針を策定する。 
 

第２ 震災復興計画の策定 

震災復興方針に基づき、具体的な震災復興計画の策定を行う。この計画では、市街地復

興に関する計画、産業復興に関する計画、生活復興に関する計画及びその事業手法、財源

確保、推進体制に関する事項について定める。 

なお、市は、必要に応じ、「大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55

号）」を活用し、国の復興基本方針等に即して復興計画を作成し、同計画に基づき市街地

開発事業、土地改良事業等を実施することにより、特定大規模災害によって土地利用の状

況が相当程度変化した地域等における円滑かつ迅速な復興を図るものとする。 
 

第３ 震災復興事業の実施【まちづくり推進部】 

１ 専管部署の設置 

震災復興に関する専管部署を設置する。 
 

２ 市街地復興事業のための行政上の手続きの実施 

（１）取組方針 

市街地復興事業のための行政上の手続の実施に当たっては、発災直後から１週間程度を

目安とし、建築基準法第 84条に基づく建築制限や被災市街地復興推進地域の都市計画決

定を行う区域の建築物被害状況を把握・調査する必要があり、当該業務の実施のための体

制を整備する。 
 

（２）建築基準法第 84条建築制限区域の指定 

市は、被災した市街地で土地区画整理の必要が認められる場合には、建築基準法第 84

条に基づく建築制限区域の指定を行う。 
 

（３）被災市街地復興特別措置法上の手続き 

市は、被災市街地復興特別措置法第５条に基づく被災市街地復興推進地域を指定し、建

築行為等の制限等を行う。被災市街地復興推進地域の決定は、通常の都市計画決定の手続

と同様の手続が必要となる。 
 

３ 震災復興事業の実施 

震災復興に関する専管部署を中心に震災復興計画に基づき、震災復興事業の推進に努め

る。 

また、男女共同参画の観点から、復興のあらゆる場・組織に、女性の参画を促進する。

併せて、こども・障がい者等あらゆる市民が住みやすい共生社会を実現する。  
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第３節 生活再建等の支援 

 

大規模災害時には、多くの人々が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生

命の危機に瀕し、地域社会が混乱に陥る可能性がある。 

また、こうした社会の混乱は、速やかな災害復旧を妨げる要因となる。震災時の人身の

安定と社会秩序の維持を図るため、防災関係機関と協力し、生活環境の安定のための緊急

措置を講ずる。 

 

第１ 体制の整備【関係各室部】 

１ 市民への情報提供及び広報の実施 

災害により被害を受けた市民、事業者に対し、対策が広く行き渡り、かつ効果的に機能

し、自立復興を促進していくためには、その対象者である罹災者に対する正確でわかりや

すい十分な情報提供が必要であり、そのための事前、事後（発災後）の広報活動体制を整

備する。なお、市は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家

被害認定調査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それ

ぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者

に明確に説明するものとする。 

 

２ 手続きの簡素化及び迅速化 

災害により被害を受けた市民、事業者が対策を有効に活用し、自立復興を進めていくた

めに、市は手続きの簡素化、迅速化等に努める。 

 

３ 実施主体の協力体制の確立 

対策は、災害により被害を受けた市民、事業者等の自立復興を支援する行政側として迅

速かつ的確な対応が求められるが、市だけでは災害後、十分な人員が確保できない場合も

想定されるため、埼玉県、市との間における人員等の協力体制の整備を図る。 

 

第２ 義援金品の受入れ、配分【総合政策部、福祉部】 

１ 義援品の受入れ 

一般から拠出された義援品は、次の経路により市に寄託される。  

  

埼玉県災害対策本部
（埼玉県知事）

預
託
者

久喜市

災害対策本部
・

各避難所

他の都道府県、市区町村等

直　　　　接



震災対策編 
第３章 震災復旧復興対策計画 

 

- 503 - 

２ 義援金受入れ 

一般から拠出された義援金は、次の経路により市に寄託される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

市に寄託された義援金品は、「被災者救援班」で受け付ける。また、避難所等に直接送付

されたものについては、そこで仮受付け後、「被災者救援班」に引き継ぐ。 

また、義援金品の受領に際しては、寄託者又はその搬送者に受領書を発行する。 

 

３ 義援金品の保管 

義援金の保管は、「経理班」が出納機関の協力や指定金融機関への一時預託により、安全

かつ確実に保管する。管理に際しては、受払簿を作成しなければならない。 

また、義援品については、市役所会議室又は公共施設の会議室等を一時保管場所とする。 

 

４ 義援金品の配分 

応急対策上、現に不足している物資で、義援品のうち直ちに利用できる物資は、災害対

策本部長と協議のうえ、「被災者救援班」において有効に活用する。 

義援金については、被害状況が確定後、被災地区や被災者の状況等を考慮し、災害対策

本部長の決定による配分計画に基づき、その一部又は全部を公正に配分する。配分計画の

立案は、「被災者救援班」において行う。 

また、被災者に対する配分に際しては、区長等に協力を要請し、迅速に実施する。 

 

第３ 被災者の生活確保【関係各室部】 

生活相談、災害弔慰金等の支給、災害援護資金の貸付、資金の貸付け、職業のあっ旋、

税等の徴収猶予及び減免、生活保護等により被災者の生活確保を支援する。 

 

１ 生活相談 

被災者の生活再建を支援するため、応急対策に引き続き生活相談を受け付けるものとし、

災害復旧の推移に応じた相談受付体制を整備する。 

 

２ 災害弔慰金等の支給 

市は、災害救助法が適用されるなど、一定規模以上の自然災害により市民が死亡した場

合、遺族に対して災害弔慰金を支給し、身体又は精神に著しい障がいを受けた場合、その

者に対して災害障害見舞金を支給する（久喜市災害弔慰金の支給等に関する条例・同施行

規則、久喜市災害見舞金等支給条例・同施行規則）。  

預 
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３ 災害援護資金の貸付け 

市は、災害により世帯主の負傷及び住居・家財に損害を受けた世帯主に対して、生活の

建て直しに資するため、災害援護資金の貸付を行う（久喜市災害弔慰金の支給等に関する

条例・同施行規則）。 

 

４ 生活福祉資金の貸付け 

埼玉県（久喜市）社会福祉協議会は、災害により被害を受けた低所得者に対して、速や

かに自力更正させるため、生活福祉資金貸付制度による福祉資金の貸付けを行う（生活福

祉資金の貸付けについて（厚生省事務次官通知））。 

 

５ 勤労者住宅資金の貸付け 

平時の融資制度を利用し、災害時における被災住宅の改築資金の貸付けを行う（久喜市

勤労者住宅資金貸付規則）。 

 

６ 埼玉県・市町村被災者安心支援制度 

市は、埼玉県や他市町村と共同して、被災者生活再建支援法や災害救助法では救済され

ない世帯に対して、被災者生活再建支援法と同様の支援金の支給や、民間賃貸住宅の入居

のための家賃給付金を支給する。 

また、罹災証明書の発行に必要な住家の被害認定ができる職員などの相互派遣を行う。 

 

７ 職業のあっ旋 

市は、災害により離職を余儀なくされた罹災者に対する職業のあっ旋について、離職者

の状況を把握し、埼玉県（産業労働部）に報告するとともに、状況によって臨時職業安定

所の開設又は巡回職業相談の実施を埼玉県に要請する。 

 

８ 租税等の徴収猶予及び減免等 

国、埼玉県及び市は、災害により被災者の納付すべき国税及び地方税について、法令及

び条例に基づき、災害の状況に応じて、申告、申請、請求、その他書類の提出又は納付、

もしくは納入に関する期日の延長、国税地方税（延滞金等を含む）の徴収猶予及び減免の

措置を実施する。 

また、保育料についても関係規定に基づき、減免措置をする。 

 

９ 生活保護 

災害により被災した者で、自力で生計を立てることができない者について、生活保護を

図る。 

 

10 被災者生活再建支援法の適用 

地震などの自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者で、経済的理由等によ

り自立した生活を再建することが困難な者に対し、被災者生活再建支援法に基づき、都道

府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金が支給される。 
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【資料編参照】 資料－２４「久喜市災害弔慰金の支給等に関する条例」     

資料－２５「久喜市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則」 

資料－２６「久喜市災害見舞金等支給条例」          

資料－２７「久喜市災害見舞金等支給条例施行規則」      

資料－２８「被災者生活再建支援法の改正」          

資料－２９「埼玉県・市町村被害者安心支援制度」       

 

第４ 被災中小企業の融資【環境経済部】 

被害を受けた中小企業の復旧に資するため、埼玉県は、協力金融機関等に特別配慮を要

請し、中小企業者に対する融資を行い、事業の安定を図る。 

 

１ 経営安定資金（埼玉県経営安定資金制度要綱） 

市は、埼玉県の被災中小企業者に対する復興資金の貸付特別制度の活用について、中小

企業者に周知、徹底を図る。 

 

２ 被災農林業事業者への融資 

被災農林業者等は、次のような資金融資制度等が利用できるので、その周知を図る。 

 

天災融資法に基づく資金融資 経営資金、事業資金 

株式会社日本政策金融公庫（農林水産事業

本部）災害復旧関係資金 

農林魚業セーフティネット資金等 

埼玉県農業災害特別措置条例に基づく資金

融資 

農業用生産資材倉庫等の復旧に必要な資金 

農業保険法に基づく災害補償 当該保険加入の被災農家に対する農業共済及

び農業経営収入保険 

 

３ その他の融資 

 

日本政策金融公庫 災害復旧貸付 

商工組合中央金庫 通常の貸付 

 

第５ 尋ね人の相談【市民部】 

尋ね人の相談及び照会については、埼玉県、他市町村、久喜警察署並びに幸手警察署と

協力して、発見に努める。 

埼玉県外で被災したと推定される相談等については、関係都道府県の協力を得て発見に

努める。 

また、他都道府県からの照会に対しても協力し、発見に努める。 
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第６ 被災者台帳の作成【総務部、市民部、福祉部】 

「市民ボランティア班」は、災害発生時に被災者の援護を総合的かつ効率的に実施し、

各種被災者救護対策を行うため、被災者台帳を整備する。 

 

１ 被災者台帳の内容 

被災者台帳で記載する内容は次のとおりとする。 

 

２ 台帳情報の利用及び提供 

市は、被災者に対する援護の実施に必要な限度で当該台帳を利用する。 

 

３ 被災者支援業務の標準化 

市及び埼玉県は、大規模災害時に、市町村間が相互応援することを想定し、被災者台帳

等の共通化を検討する。 

 

第７ 罹災証明書の発行【総務部】 

各種被災者救護対策を受けるため、被災者の保険請求時に必要な罹災証明書について、

次のとおりその基礎となる家屋被害調査及び罹災証明書発行事務（罹災届出証明も含む）

を行うものとする。 

 

１ 家屋等被害調査 

「調査・避難支援班」は、市域全体を対象として、棟単位で被害状況調査を実施し、そ

の個別調査結果をもとに罹災台帳（罹災者調査原票）を作成する。調査に際して、火災に

よる被災については、消防局と連携して行う。 

なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した

住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施する。 

 

２ 応援要請 

被災の程度により、職員のみでは人員が不足すると予想されるときは、「総務・動員班」

に対して応援要請を依頼する。 

 

３ 罹災証明書の発行 

罹災証明は、被災者の申請に基づき、罹災台帳で確認することによって発行する。罹災

➢ 氏名 

➢ 生年月日 

➢ 性別 

➢ 住所又は居所 

➢ 住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況 

➢ 援護の実施の状況・要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する

事由 

➢ その他（内閣府令で定める事項） 
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台帳で確認できないときは、申請者の立証資料をもとに必要な場合は再調査のうえ、客観

的に判断する。ただし、罹災証明書については、証明手数料を徴収しない。 

 

４ 証明の範囲 

罹災証明で証明する範囲は、災害対策基本法第２条第１号に規定する災害で、次の種類

の被害とする。 

 

種別 内容 

物的被害 

① 全壊又は全焼  ② 流出 

③ 大規模半壊、中規模半壊、半壊、半焼、又は準半壊 

④ 床上浸水     ⑤ 床下浸水   ⑥ 一部損壊 

⑦ その他の物的被害 

【資料編参照】 資料－３０「罹災者調査原票」     

資料－３１「罹災証明書」       

 

第８ 被災証明書（農業）の発行【環境経済部】 

災害によって損失を受けた農業者に対し、被害農作物の回復等に要する補助措置及び農

業経営に必要な資金等の貸付けを円滑にし、農業経営の安定を図るため、次のとおり被災

証明書発行事務を行うものとする。 

 

１ 被害状況調査 

「産業班」は、市域全体を対象として、農業施設等の被害状況調査を実施する。 

 

２ 応援要請 

被災の程度により、職員のみでは人員が不足すると予想されるときは、「総務・動員班」

に対して応援要請を依頼する。 

 

３ 被災証明書の発行 

被災者からの申請に基づき、市が被害状況を調査し、当該調査によって被害を認定した

場合は、申請者に対して被災証明書を発行する。このとき、証明手数料は徴収しない。 

【資料編参照】 資料－３２「農業施設等被災証明書交付申請書」 

 

第９ 被災者に対する郵便局の特別取扱い【郵便局】 

１ 郵便 

（１）郵便はがき等の無償交付 

災害救助法が適用された場合、被災１世帯あたり通常郵便はがき５枚及び郵便書簡１枚

の範囲内で無償交付を行う。（郵便法第 18条、同施行規則第２条） 

 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施する。（郵便法第 18条、同施行規則第３条） 
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（３）被災地あて救助用郵便物の料金免除 

地方公共団体、日本赤十字社、共同募金会又は共同募金会連合会に宛てた救助用物資を

内容とする小包郵便及び救助用又は見舞用の現金書留郵便物の料金免除を実施する。（郵

便法第 19条、同施行規則第４条） 

 

２ 為替貯金関係 

（１）被災者の救援を目的とする寄附金の送金のための郵便振替の料金免除 

被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、共同募金会又は共同募金会連合会に

対する被災者の救援を目的とする寄附金の送金のための郵便振替の通常払い込み及び通常

振替の料金免除を実施する。（郵便振替法第 23条の２、同施行規則第１条） 

 

（２）為替貯金業務の非常取扱い 

取扱局、取扱機関、取扱事務の範囲を指定して、非常払渡し等非常取扱いを実施する。

（郵便振替法第 23 条） 

 

３ 簡易保険関係 

取扱局、取扱機関、取扱事務の範囲を指定して、保険料及び保険貸付金の非常即時払い、

保険料の特別払込猶予等の非常取扱いを実施する。 
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第４節 激甚災害の指定 

 

激甚法は、激甚災害として指定された災害を対象に、国の地方公共団体に対する特別の

財政援助と罹災者に対する特別の助成措置を内容としている。 

市の地域に大規模な災害が発生した場合、市としても、迅速かつ適切な災害復旧事業を

実施するため、激甚法による助成援助等を受けることが必要である。 

本節では、激甚法に基づく激甚災害の指定を受ける場合の手続きについて定める。 

 

第１ 激甚災害指定の手続き 

市長は、災害が発生したとき、速やかにその災害の状況及びこれに対してとられた措置

の概要を埼玉県知事に報告し、埼玉県知事は、内閣総理大臣に報告することとされている

（災害災策基本法第 53条）。 

内閣総理大臣は、これを受けてその災害が激甚法第２条第１項に規定する激甚な災害に

該当すると判断したときは、中央防災会議の意見を聞いたうえで、激甚災害として政令で

指定し、その災害に対してとるべき措置を指定することとなり、これにより必要な財政援

助措置がとられることとなる。 

 

■激甚災害指定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 激甚災害に関する被害状況の報告 

１ 埼玉県知事への報告 

市長は、市域内に災害が発生したとき、災害災策基本法第 53 条第１項に基づき、速やか

にその被害状況等を埼玉県知事に報告する。 

  

久 喜 市 長 
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２ 報告事項 

被害状況等の報告は、災害が発生したときから当該災害に対する応急措置が完了するま

での間、次に掲げる事項について行う。 

 

第３ 特別財政援助額の交付手続き 

市長は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに事業の種別ごとに激甚法及び算定の

基礎となる法令に基づき調書等を作成し、埼玉県知事に提出する。 

➢ 災害の原因 

➢ 災害が発生した日時 

➢ 災害が発生した場所又は地域 

➢ 被害の程度（災害対策基本法施行規則別表第１に定める事項） 

➢ 災害に対してとられた措置 

➢ その他必要な事項 




